
事  務  連  絡

令 和 ８ 年 ８ 月 ７ 日

各都道府県教育委員会教科書関係事務主管課

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課

附属学校を置く各国公立大学法人担当課

小中高等学校を設置する学校設置会社を 御中

所轄する構造改革特別区域法第 12条第１項の

認定を受けた地方公共団体担当課

文部科学省初等中等教育局教科書課

特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための

特別措置に関する法律等に基づく免責措置について

この度、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法

律（平成８年法律第 85号）の規定に基づき、令和八年熊本地震による災害についての特

定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令（令和８年政令第 260号）

（以下、「本政令」という。）が令和８年８月７日付けで公布され、同日から施行され

ました。

本政令の施行により、令和８年７月 28日以後に法令に規定されている履行期限が到来

する義務であって、令和８年熊本地震による災害により当該履行期限が到来するまでに

履行されなかったものについては、同年 11月 27日までに履行されれば行政上の責任等

は問われないこととなります。

ついては下記を踏まえ、教科用図書の採択について、令和８年熊本地震による災害に

より法令上の履行期限（令和８年８月 31日）までに履行することが困難なことが想定さ

れる場合には、令和８年８月 20日までに各都道府県教育委員会を通じて、本件連絡先ま

で御相談ください。

また、本件についての問い合わせにつきましては、直接、本件連絡先まで御連絡くだ

さい。

なお、各都道府県教育委員会におかれては、域内の市町村教育委員会に対して、各都

道府県私立学校主管課及び小中高等学校を設置する学校設置会社を所轄する構造改革特

別区域法（平成 14年法律第 189号）第 12条第１項の認定を受けた地方公共団体担当課

におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対して、附属学校を置く各国公立大学法人

担当課におかれては、その管下の学校に対して、本件について周知くださるようお願い

します。



記

令和９年度に義務教育諸学校において使用する教科用図書を、義務教育諸学校の教科

用図書の無償措置に関する法律（昭和 38年法律第 182号）第 14条及び同法施行令（昭

和 39年政令第 14号）第 14条第 1項に定める期限までに採択する義務

※令和８年熊本地震による災害により令和８年９月１日から同年 11月 27日までの

間に令和９年度に義務教育諸学校において使用する教科用図書を採択した場合に

は、教科書の発行に関する臨時措置法（昭和 23年法律第 132号）第７条第２項及

び同法施行規則（昭和 23年文部省令第 15号）第 14条に定める都道府県教育委員

会による文部科学大臣への教科書の需要数報告は、採択後に速やかに行ってくだ

さい。

※令和９年度に義務教育諸学校において使用する教科用図書について、令和８年８

月 31日までに採択した場合は、教科書の需要数報告は、同年９月 16日までに行

ってください。

※令和９年度に高等学校等において使用する教科書の需要数報告については、上記

の取扱いに準ずるものとします。

※学校教育法（昭和 22年法律第 26号）附則第９条第１項に規定する教科用図書（ボ

ランティア団体等が発行する拡大教科書、点字教科書を除く）の需要数について

は、令和８年６月 19日付け８初教科第７号文部科学省初等中等教育局教科書課長

通知において、同年９月 30日までの報告をお願いしております。こちらについて

も、令和８年９月１日から同年 11月 27日までの間に採択が行われた場合には、

需要数報告は採択後速やかに行ってください。

以上

【本件連絡先】

文部科学省初等中等教育局教科書課 企画係

無償給与係 

 教科用特定図書普及促進係

03(5253)4111(代表) 内線：2576、2411、4743



（参照条文）

○特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成八年法律第八

十五号）（抄）

（期限内に履行されなかった義務に係る免責に関する措置）

第四条 特定非常災害発生日以後に法令に規定されている履行期限が到来する義務（以下「特定義務」

という。）であって、特定非常災害により当該履行期限が到来するまでに履行されなかったものに

ついて、その不履行に係る行政上及び刑事上の責任（過料に係るものを含む。以下単に「責任」と

いう。）が問われることを猶予する必要があるときは、政令で、特定非常災害発生日から起算して

四月を超えない範囲内において特定義務の不履行についての免責に係る期限（以下「免責期限」と

いう。）を定めることができる。

２ 免責期限が定められた場合において、免責期限が到来する日の前日までに履行期限が到来する特

定義務が免責期限が到来する日までに履行されたときは、当該特定義務が特定非常災害により履行

されなかったことについて、責任は問われないものとする。

３ 免責期限が定められた後、前二項に定める免責の措置を免責期限が到来する日の翌日以後におい

ても特に継続して実施する必要があると認められるときは、政令で、特定義務の根拠となる法令の

条項ごとに、新たに、当該特定義務の不履行についての免責に係る期限を定めることができる。前

項の規定は、この場合について準用する。

４ 前三項の規定にかかわらず、特定義務が災害その他やむを得ない事由によりその履行期限が到来

するまでに履行されなかった場合について他の法令に別段の定めがあるときは、その定めるところ

による。

○令和八年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関

する政令（令和八年政令第二百六十号）（抄）

（特定非常災害の指定）

第一条 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（以下「法」

という。）第二条第一項の特定非常災害として令和八年熊本地震による災害を指定し、同年七月二

十八日を同項の特定非常災害発生日として定める。

（特定非常災害に対し適用すべき措置の指定）

第二条 前条の特定非常災害に対し適用すべき措置として、法第三条から第七条までに規定する措置

を指定する。

（特定義務の不履行についての免責に係る期限）

第四条 第一条の特定非常災害についての法第四条第一項の政令で定める特定義務の不履行につい

ての免責に係る期限は、令和八年十一月二十七日とする。

附 則

この政令は、公布の日から施行する。



 
 
 
 
○義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和三十八年法律第百八十二号）（抄） 

（同一教科用図書を採択する期間） 
第十四条 義務教育諸学校において使用する教科用図書については、政令で定めるところにより、政

令で定める期間、毎年度、種目ごとに同一の教科用図書を採択するものとする。 
 
○義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令（昭和三十九年政令第十四号）（抄） 

（採択の時期） 
第十四条 義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、当該教科用図書を使用する年度の

前年度の八月三十一日までに行わなければならない。 
２ 九月一日以後において新たに教科用図書を採択する必要が生じたときは、速やかに教科用図書の

採択を行わなければならない。 
 
○教科書の発行に関する臨時措置法（昭和二十三年法律第百三十二号）（抄） 
第七条 市町村の教育委員会並びに学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第二条第二項に規定

する国立学校、公立学校（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一項に

規定する公立大学法人が設置するものに限る。）及び私立学校の長は、採択した教科書の需要数を、

都道府県の教育委員会に報告しなければならない。 
２ 都道府県の教育委員会は、都道府県内の教科書の需要数を、文部科学省令の定めるところにより、

文部科学大臣に報告しなければならない。 
 
○教科書の発行に関する臨時措置法施行規則（昭和二十三年文部省令第十五号）（抄） 
第十三条 市町村の教育委員会並びに学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第二条第二項に規

定する国立学校、公立学校（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一項

に規定する公立大学法人が設置するものに限る。）及び私立学校の長は、教科書需要票を別に定め

る様式により作成して、都道府県の教育委員会に提出しなければならない。 
第十四条 都道府県の教育委員会は、前条の教科書需要票に基づき、教科書需要集計一覧表を別に定

める様式により作成して、九月十六日までに文部科学大臣に提出しなければならない。 

 
 








